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1. はじめに 
 
広告など企業が行うコミュニケーション活動では、自社ブランドの優位性のアピールに
主眼が置かれているが、生命保険、自動車保険などの情報量が多く、かつ内容が複雑なサ
ービス財の広告においては、デメリット表示の必要性が指摘され、各社ともそれに対応し
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た広告を展開している。しかしながら、メリット表示が優先され、キャッチフレーズとし
て強調される一方で、デメリット表示、すなわち、例外条件や制約条件などの但し書き1
が必要な場合でも、消費者にわかりにくい表示になっている。このような状況は、通信販
売を主な流通経路とする健康食品、化粧品などにおいても散見される。通信販売であるが
ゆえに、実体としての商品を手に取ることができず、広告で伝達される内容を主たる情報
とせざるを得ないにもかかわらず、優位性のアピールを中心に訴求し、デメリット表示は
サブ情報として、テレビ画面の片隅、あるいは新聞紙面、雑誌誌面の端に扱うという形に
なっている。通販型の自動車保険、健康食品や化粧品の広告では、「顧客満足度No.1」あ
るいは「売上実績No.1」というキャッチフレーズを用いた表現が近年多用されているが、
これらの「No.1表示」は優良誤認を引き起こす可能性があり、適切な情報提供が行われて
いるか否かを検討する必要がある。 
広告情報を処理する消費者に目を向けてみると、消費者は企業と同等の知識と情報を有
しておらず、売り手と買い手の間で情報格差が生じるため、広告に対する誤認が少なから
ず発生する。このような事態に対して、景品表示法では、消費者が適正な商品選択ができ
るように、消費者に誤認されるおそれのある表示を規制している。消費者庁表示対策課2
において、景品表示法に基づき措置命令3等を行うことにより企業の不当表示を取り止めさ
せるとともに、これを公表することにより消費者に対し注意喚起を行っている。不適切な
広告表示に対しては、厳しく規制を行い、景品表示法に基づいて適正化の方向に導くべき
といえる。しかしながら、正論やべき論から広告表示の適正化を主張する前に、まず実態
を把握して、優良誤認を発生させる可能性のある「No.1表示」広告の効果を精査する必要
があると考える。そこで本研究では、強調表示である「No.1表示」を実施している広告に
着目し、打消し表示である注意書きによる広告効果に及ぼす影響を検証する。具体的には、
「No.1表示」広告では必ず注意書きが併記されているので、注意書きに対するどのような
評価が、広告への態度やブランドへの態度にどの程度影響しているのかを検証する。その
上で、「顧客満足度No.1」と「売上No.1」、あるいは、「No.1表示」に対して高評価の場合
とそうでない場合などを比較分析し、広告への態度や購買意図形成における差異を明らか
にする。 
 
2. 先行研究の成果と課題 
 
2.1 景品表示法における誤認とは 
広告の誤認に関する研究を概観する前に、景品表示法における誤認の定義について確認
しておく。景品表示法の正式名称は、不当景品類及び不当表示防止法（昭和 37 年法律第
134 号）である。消費者はより質が高く、より価格の安いものを求め、一方、提供する企
業側は消費者の期待に応えるべく、他社よりも質を向上させ、より安く販売する努力をし
ている。商品・サービスの品質や価格に関する情報は、消費者が商品・サービスを選択す
                                                   
1 一般的に注意書きとも呼ばれており、法規として正確に記載する必要がある場合を除き、以下では注
意書きと表記する。 
2 景品表示法の所掌は公正取引委員会より移管された（2009年 9月 1日）。 
3 2009年 9月 1日より。それ以前は排除命令と呼ばれていた。 
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る際の重要な判断材料といえ、消費者に正しく伝わる必要がある。しかしながら、現実に
は実際よりも著しく優良、または有利であると見せかける表示も多く、消費者の適正な商
品・サービスの選択が妨げられ、適正な選択に悪影響を与え、公正な競争が阻害される。
そこで、独占禁止法の特例法として景品表示法が制定された。景品表示法は、不当な表示
や過大な景品の提供を制限、または禁止し、公正な競争を確保することによって、消費者
が適正に商品・サービスを選択できる環境を守るための法律である。その中で、消費者に
誤認される不当な表示として、優良誤認、有利誤認を挙げ、不当表示を禁止している。 
新聞や雑誌など印刷広告のキャッチフレーズは、消費者に優位性をアピールするため、
品質内容や価格などの取引条件を強調しており、「強調表示」と呼ばれる。これに対して「打
消し表示」は、消費者が強調表示からは予期できない事項であって、商品・サービス選択
の重要な考慮要素となるものについての表示をいう。打消し表示では例外条件を提示する
ことになるが、この提示が適切に行われない場合に景品表示法の優良誤認表示に抵触する
可能性が出てくる。 
本研究で対象とする「顧客満足度No.1」あるいは「売上No.1」というキャッチフレーズ
を用いた表現は、打消し表示を適正に提示しないと優良誤認と認定される。優良誤認とは、
自社の供給する商品・サービスの取引において、その品質、規格その他の内容について、
一般消費者に対し、①実際のものよりも著しく優良であると示すもの、②事実に相違して
競争関係にある事業者に係るものよりも著しく優良であると示すものであって、不当に顧
客を誘引し、公正な競争を阻害するおそれがあると認められる表示をいい、景品表示法第
4条第 1項第 1号4において禁止されている。具体的には、商品・サービスの品質を、実際
よりも優れていると偽って宣伝したり、競合他社が販売する商品・サービスよりも特に優
れているわけではないのにもかかわらず、あたかも優れているかのように偽って宣伝する
行為が優良誤認表示に該当する。 
 
2.2 広告への誤認に関する研究 
アメリカでは、米国連邦取引委員会による規制強化といった環境下、消費者保護の法的
観点のみならず、消費者研究の視点から誤認に関する研究が行われ、それらをレビューし
た論文がある（例えば、Armstrong, Gurol & Russ 1980、Preston 1983、Preston 1987）。
また、概念研究も多く（例えば、Cohen 1972、Cohen 1975、Gardner 1975、Rosch 1975、
Jacoby & Small 1975、Shimp & Preston 1981、Wilkie, McNeill & Mazis 1984、Ford & 
Calfee 1986）、さらに、違反事例のケーススタディ（例えば、Richards & Preston 1992、
Preston & Richards 1993、Richards, Andrews & Maronick 1995）も検討されている。 
広告への誤認を実証的にアプローチした先行研究5もある。その多くが実験手法を採用し、
ブランドへの信念、選好、購買意図を測定尺度としている。また、実験対象者はほとんどが
学生であり、訴訟となったリステリンは例外として、架空ブランド、もしくは、対象者の地
域では入手できないブランドなどを対象ブランドに、実験群と対照群を比較している（例え
ば、Dyer & Kuehl 1974、Russo, Metcalf & Stephens 1981、Sawyer & Howard 1991）。 
                                                   
4 http://www.caa.go.jp/representation/pdf/090901premiums_1.pdfより（アクセス日:2012年 11月 27
日）。 
5 詳細については竹内（2010）を参照されたい。 
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過度に強調したキャッチフレーズは消費者への注意喚起という意味で効果が高いもの
の、誤解も生じるため、その解消を目的とした「但し書きを併記した広告」、また、誤認広
告の内容を修正した「訂正広告」も実務上、実施されている。こうした現状を反映して、
誤認広告と訂正広告の違いや、但し書きつき広告の効果を検討した実証研究（例えば、
Burke, DeSarbo, Oliver & Robertson 1988、Johar 1995、Johar 1996）も存在する。こ
れらにおいても、実験手法を用い、上記のような方法論で検証している。さらに、実態把
握調査の中では一部サービス財が扱われている（Schutz & Casey 1981）が、サービス財
を直接のテーマとした実証分析（山下 2007、竹内 2009、竹内・小川 2009）は少ない。 
以上、先行研究の取り組みを見ると、多様な視点から検討され、一定の成果を収めてい
るものの、強調表示である「No.1表示」に着目し、注意書きがどのような広告効果を発揮
するかを実証分析するという研究は、管見によれば見当たらない。「No.1 表示」広告が優
良誤認の可能性があること、また、実務的に多くの事例があることを考え合わせると、
「No.1表示」広告の効果について検証することは重要な視点といえる。 
 
2.3 広告効果測定に関する研究 
竹内（2010）は、広告効果測定に関する先行研究を整理するに際して、ポジティブな面
とネガティブな面の両側面から、短期効果と長期効果それぞれについて詳細に記述してい
る。そこでその枠組みに依拠し、広告効果測定に関する研究6を確認しておきたい。 
1 つ目はポジティブな短期効果であり、広告によるプロモーション効果として扱うこと
ができる。まず、①消費者の反応を測定するための尺度開発（例えば、Wells, Leavitt & 
McConville 1971、Schlinger 1979、Aaker & Bruzzone 1981）から始まり、②消費者の
反応とブランドへの態度、広告への態度（例えば、Aaker & Stayman 1990、McQuarrie & 
Mick 1992、Rosbergen, Pieters & Wedel 1997、Zhang, Wedel & Pieters 2009）、また、
③それらの因果関係（例えば、Lutz 1985、Miniard, Bhatla & Rose 1990、Brown & 
Styaman 1992）について一定の成果が見い出されている。さらに、④情報処理理論や消
費者の関与に関連づけて広告効果が測定され（例えば、Petty, Cacioppo & Schumann 1983、
Batra & Ray 1985、Mehta 1994、Meyers-Levy & Malaviya 1999）、⑤広告の繰り返し効
果と記憶に関してもさまざまな観点から検討されてきた（例えば、Krugman 1972、Anand 
& Sternthal 1990、Nedungadi, Mitchell & Berger 1993、D'Souza & Rao 1995、Law 
2002）。 
2 つ目はポジティブな長期効果であり、ブランド価値を醸成する広告の役割について明
らかにされている。①ブランド・エクイティと広告効果（例えば、Aaker & Biel 1993、
Kirmani & Zeithaml 1993、Sriram, Balachander & Kalwani 2007）や、②広告の長期効
果（例えば、Aaker & Carman 1982、Deighton, Henderson & Neslin 1994、MacInnis, Rao 
& Weiss 2002、Danaher, Bonfrer & Dhar 2008）が検討されている。また、③長期効果
に関するメタ分析（例えば、Clarke 1976、Assmus, Farley & Lehmann 1984、Tellis 1988、
Lodish, Abraham, Kalmenson, Livelsberger, Lubetkin, Richardson & Stevens 1995）と
レビュー論文による一般化（Vakratsas & Ambler 1999）というアプローチの研究も存在
                                                   
6 竹内（2010）の 4分類のうち、ネガティブな長期効果は本研究とは直接関係がないため扱わない。ま
た、ネガティブな短期効果である「誤認」については本論の前項で論じているため割愛する。 
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する。 
日本でも、広告効果測定については多くの研究者が取り組んできたテーマである（例え
ば、岸 1989、片平・八木 1989、杉田・水野・八木 1992、阿部 2003、竹内 2004、竹
内 2005a、竹内 2005b）。これらの研究成果や知見に基づき、本研究では、広告効果の測
定尺度として広告への好意、理解、購買意図などの広告への態度の変数のみならず、ブラ
ンドへの態度も加味する。また、注意書き表示は文字の大きさや提示方法によって、目立
たずに注意喚起できなかったり、データの根拠に具体性が欠けたり、内容が理解しにくい
場合もある。したがって、注意書き表示に対する評価を明示的に扱って、モデルに組み込
んで効果を測定することが重要であると考える。しかしながら、「No.1 表示」広告に関す
る研究成果や知見が少ないため、予備分析としてインタビュー調査を実施し、仮説を導出
することとした。 
 
3. インタビューによる予備調査とその結果 
 
3.1 インタビュー調査の概要 
前述の通り、「No.1表示」広告と注意書きに対する十分な知見が見い出せないため、仮
説の導出、定量調査の実施に先立ち、インタビュー調査を実施した。「No.1表示」広告の
事例が多いという理由から、通信販売を主な流通経路とする健康食品、化粧品、自動車保
険など、実在ブランドの新聞広告を対象としている。調査の概要は以下の通りである。 
 対象者：通販化粧品、通販健康食品（サプリメント）を購入したことがある 30 歳
以上 50歳以下の主婦 16名。 
 対象ブランド：通販化粧品の新聞広告 7 本（「No.1 表示」3 本、数字・データ保証
表示 4本）、通販健康食品の新聞広告 13本（「No.1表示」7本、数字・データ保証
表示 6本）、自動車保険、家電、カメラ、コンピュータなどの新聞広告 12本（「No.1
表示」11 本、数字・データ保証表示 1 本）7を用い、併せて同製品カテゴリーの新
聞広告を対比用ダミー広告とする。 
 分析手法：デプス・インタビュー 
 主な質問内容： 
① 広告接触時にどのような情報処理をしているのか、また、その理由は何か。 
② 当該ブランドに期待するベネフィットと知覚するリスクは何か。 
③ 誤認発生の有無と、なぜ誤認したと思うか。また、具体的にどのような要素が
引き金になったか。 
④ 「No.1表示」が購買意向の決め手になるかどうか。 
⑤ 注意書きを読んで内容を理解した上で、「No.1表示」の内容を受け止めたか。 
⑥ 広告表現要素のどの部分が一致し、どの点にギャップを見い出したか。 
以上の観点を中心に、「No.1表示」への反応、広告への理解、ブランドへの態度、購
買意図の形成について実態の把握を行った。  
 実施期間：2009年 11月 18日（水）～12月 8日（火）のうち 6日間。 
                                                   
7 2009年 9月 18日（金）～10月 18日（日）の朝日新聞の朝・夕刊から対象素材を選定した。 
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3.2 インタビュー調査の結果 
デプス・インタビューを実施した結果、以下の知見が得られた。 
 主婦である女性にとって、購買経験のある製品カテゴリーに対しては、すでに学習
し、知識があるため、情報処理の方略は簡単である。 
 新成分などの表示が、仮に数値によって保証されている場合でも効能効果に対する
期待は大きくない。そのような訴求があったとしても、実際にはどれも似たり寄っ
たりで、数値による保証をそのまま鵜呑みにすることはしない。つまり、著しく優
良と誤認するという状況には至っていない。 
 自分の肌に合うかどうか、あるいは肌トラブルを起こさないかどうかという点で化
粧品にはリスクがある。また、実際の効能効果を実感しにくい健康食品であっても、
口に入れる、飲用するという点でリスクがある。したがって、現使用ブランドに対
して満足していれば、ブランドスイッチのリスクを勘案し、「No.1表示」だからと
いって安易にそれに動かされたり、誤認したりすることはない。 
 健康食品や化粧品など、主婦にとってより身近でなじみのある製品カテゴリーでは、
「No.1表示」によって広告への態度やブランドへの態度が大きく影響されることは
ない。逆に、No.1といっても、どの範囲を基準としてそのような訴求をしているの
か、狭いカテゴリーでの比較になっているのではないかといった不信感、すなわち
ネガティブな反応も一部存在する。 
 サービス財であり、自分一人で購買の意思決定をくだせない自動車保険の場合には、
「No.1表示」が購買を検討するきっかけとして作用する。また、自動車保険はほと
んどの場合夫任せであり、興味関心がないカテゴリーであると断言する主婦も存在
する。 
 「No.1 表示」に対する注意書き表示は文字の大きさが小さく、またレイアウト上、
「No.1表示」と離れていることも多く、正確には理解されていない。インタビュア
ーが注意喚起して初めて、注意書きを読み、内容を情報処理するという対象者も存
在した。 
 「No.1表示」が何を根拠としているのか、例えば、第三者による認証、データの正
確さ、引用の仕方などの点において賛否両論がある。 
インタビュー全体を通して、「No.1 表示」に対して過大評価している様子は見受けられな
かったが、注意書きを読んで情報処理をしているのかどうかについては疑問が残る。そこで、
強調表示である「No.1表示」に着目し、注意書きによる広告効果に及ぼす影響を検証する。 
 
4. 仮説と仮説モデルの設定 
 
従来、広告効果は「広告への好意」、「広告への理解」、あるいは「購買意図」の形成を目
的変数として測定され、広告によるブランドへの態度の影響も検討されてきた。本研究では
これらの変数を基本としながらも、強調された「No.1 表示」と併記された注意書き、通信
販売の多用という 2点の特性を考慮して、仮説と仮説モデルを設定する必要があると考える。 
新聞広告を用いた「No.1表示」広告は、製品カテゴリーが多岐にわたり、現物を確認で
きず、また、サービス財にも適用されるため、消費者の関与は高いが、必ずしも製品の品
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質が大きく異なるとは知覚されていないと仮定できる。したがって、効果のヒエラルキー・
モデル（Lavidge & Gary 1961）としては、認知段階（知名、理解）→情動段階（好意）
ではなく、提示された広告に対する好意（情動）といった広告物への第一印象から、広告
で主張している内容を理解しようとする認知的反応が起こると考えられる。さらに、「購買
意図」を形成する前に、実際多くの「No.1表示」広告で訴求されている料金に対する考え
や支払いに見合う価値という観点、また、申し込み後数日経過してから届けられる製品に
対して、自分が満足できるか否かといった、広告を見た際に感じる「納得感」、つまり効果
のヒエラルキー・モデルで概念化された「確信」をも変数として明示的に取り込む必要が
あるといえる。また、こうした「確信」は「購買意図」だけでなく、企業ブランドのイメ
ージに対しても直接影響を与えると考えられる。 
前述の通り、No.1という強調表示には、誤認を未然に防止するという意味で注意書きが
景品表示法上必要不可欠であるが、注意書きは義務として遂行されており、自ずと小さい
文字による表示になっている感が否めない。こうした広告表現上の特性が広告効果に影響
を及ぼすと仮定できる。実際のインタビュー調査においても、注意書き表示に対する賛否
両論が存在した。上記のポイントを考慮した上で、次の仮説を設定する。 
 
図 1 注意書きへの反応を組み込んだ広告 
効果モデル 
 
（出所）筆者作成。 
 
 
 
 
 
 
 
仮説1：注意書きに対するポジティブな反
応は、広告への好意、広告内容の
理解、広告に対する確信にプラス
の影響を及ぼす。 
仮説2：注意書きに対するネガティブな反
応は、広告への好意、広告内容の
理解、広告に対する確信にマイナ
スの影響を及ぼす。 
 
仮説モデルは図1に示す通りであり、「注
意書きへの反応を組み込んだ広告効果モ
デル」と命名する。注意書き表示について
複数の潜在変数を仮定する（図1、点線の
四角枠部分）。その理由は、「No.1表示と注
意書きの乖離」や「注意書きを読むのが面
倒だ」といったネガティブな反応、また、
「正確な情報の伝達」、「根拠の明示」など
注意書きの有効性を認めるポジティブな
反応を想定できるからである。したがっ
て、広告効果に影響を及ぼす背後の要因と
して、注意書きの特性を一次元ではなく、
複数の次元で捉えて、その影響を詳細に検
討する。 
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5. 実証分析のための定量調査の概要 
 
予備調査として実施したインタビュー調査の結果を踏まえて、調査対象カテゴリーとブ
ランドを選択し、web調査を実施した。その概要は以下の通りである。 
 対象製品カテゴリー：自動車損害保険を対象とし、「顧客満足度 No.1」、および「売上
No.1」を訴求している実在の 2ブランド（図 2、図 3）。 
 調査対象者：自動車保険に興味があり、自動車保有者かつ自分で保険金を支払ってい
る 20歳～59歳男性。調査対象者の選定において、運転免許を持ち、自宅に自身が運
転する自家用車を保有し、その自家用車に任意の自動車保険をかけていることを条件
としている。対象者抽出の結果、自動車の任意保険の銘柄を選択する際、自分一人で
選んだ人 439 名（69.9%）、家族に相談したが自分が中心になって選んだ人 189 名
（30.1%）であった。自動車保険への関心の程度としては、関心がある247名（39.3%）、
やや関心がある 259名（41.2%）、あまり関心がない 105名（16.7%）、関心がない 17
名（2.7%）であり、自動車保険に対する一定の知識を有し、関与も相対的に高いと考
えられる。 
 サンプル：ビデオリサーチおよび協力会社モニターから抽出する。 
 回収数：計 628名、内訳は 20代 163名（26.0%）、30代 153名（24.4%）、40代 146
名（23.2%）、50代 166名（26.4%）8である。 
 実査期間：2010年 12月 9日（木）～19日（日）。 
 
 図 2 チューリッヒ自動車保険の広告 図 3 ソニー損保自動車保険の広告 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （出所）『朝日新聞』2009年10月6日（火）朝刊。 （出所）『朝日新聞』2010年9月4日（土）
朝刊9。 
                                                   
8 回収数 500名で調査を設計し、人口分布に従って 20代 110名、30代 140名、40代 119名、50代 131
名を予定していたが、分析において「売上 No.1」、あるいは「顧客満足度 No.1」表示を参考にする程度
により 2 群に分類する必要があり、各群最低 100 名得るまで実査を継続した。その結果、回収されたサ
ンプル数は記載の通りとなった。 
9 前年のインタビューに用いた広告が更新されていたので、新広告を使用することとした。 
（出所）『朝日新聞』2009年10月6日（火）朝刊。 （出所）『朝日新聞』2010年 9月 4日（土）朝刊 9。 
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消費者の広告への反応は、共分散構造分析を行うことを前提に、仮定する潜在変数に対
して複数項目の質問で構成している。「広告への好意」については、広告宣伝文句のわかり
やすさ、広告宣伝の文字の大きさ、キャッチフレーズなどに対する印象について、好感を
持てるかどうかを 7 点尺度で聞いている。「広告への理解」は内容のわかりやすさ、保険
選びの参考になるなどの項目、「確信」については安い料金で済ませることができる、満足
の自分がイメージできるなどの項目、「購買意図」は、加入しようと思う、家族や友人に勧
めようと思うなどの項目を用い、「注意書き表示」への評価は、No.1 の根拠の明示、デー
タの客観性や有効性、またネガティブ項目を含めている。いずれもそれぞれ複数の質問項
目に対して「非常に当てはまる」から「全く当てはまらない」の 7点尺度で測定している。
「注意書き表示」の評価に際しては、チューリッヒの広告では、キャッチフレーズの上に
ある「オリコン調べ」、中段にある「2009年度版自動車保険顧客満足度調査（オリコン調
べ）」の 2ヵ所を、また、ソニー損保の広告では、左上「No.1表示」の直下に記載された
「主に通販型で自動車保険を販売している損害保険会社の 2009 年度業績の発表より。売
上とは元受正味保険料のことです。」という箇所を指定して、反応を得ている。 
 
6. 全データを用いた分析結果 
 
6.1 潜在変数の設定 
共分散構造分析を想定して、アンケート調査を実施したため、それぞれの尺度を構成す
る変数に割り当てる質問数が多数存在する。そこで、以下の手順で因子分析などを行い、
変数を整理した。これら一連の手続きを経て得られた尺度の名称と、それを構成する質問
項目、信頼性係数をまとめて表 1に記載する10。 
① No.1の有効性に対する評価の 1因子を 2値に分けて、尺度構成用の質問を線形判別
分析にかける。 
② 尺度構成用の質問に対し、さまざまな因子数で因子分析を行う。 
③ ①の 1因子と、因子得点系列との相関係数を評価する。 
④ 上記①～③の結果より、説明変数の因子構成項目案を作成する。 
⑤ 因子構成項目案の信頼係数を評価する。 
⑥ 因子構成項目案の因子系列を説明変数とし、No.1の有効性に対する評価の 1因子を
目的変数とする線形回帰のステップワイズ評価を行い、説明変数の有効性を評価す
る。 
 
  
                                                   
10 分析結果のそれぞれの詳細は、紙幅の関係で割愛する。 
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表 1 分析に用いる尺度名称、信頼性係数と質問項目 
尺度名称 
（潜在変数名） 
信頼性
係数 
質問項目 
（観測変数名） 
広告への好意 0.90 
広告宣伝文句のわか
りやすさに対する印
象 
広告宣伝の文字の大
きさに対する印象 
キャッチフレーズに対
する印象  
広告への理解 0.89 内容説明はわかりや
すい 
保険選びの参考にな
る 内容を理解できた  
確信 0.88 満足の自分がイメー
ジできる 
支払いに見合う価値
がある 
安い料金で済ませられ
る  
購買意図 0.94 すぐに加入しようと
思う 
次に、加入しようと
思う 
家族や友人にも勧めよ
うと思う  
企業ブランド・ 
イメージ 0.87 お気に入りの会社 
顧客を重視している
会社 保守的な会社 
親しみの
ある会社 
注意書き表示 1 0.86 正しい内容を伝えよ
うとしている 内容は理解しやすい 第 1位の根拠が具体的 
注意書き
は有効だ 
注意書き表示 2 0.91 第三者によるデータ
は信用できる 調査結果は客観的 
正確かつ適正にデータ
を引用している  
（出所）筆者作成。 
注意書きに対する評価は、ポジティブな質問11に対しての否定的な回答を想定していた
が、いずれの広告においても否定的な回答は少なかった。因子分析の結果、直接的にネガ
ティブな質問をしている 2項目の共通性が低く、因子としてのまとまりに欠けた。しかし
ながら、注意書きに対するポジティブ・ネガティブの両側面を捉えるために、仮説ありき
と考え、ネガティブ変数12として明示的に取り込むこととした。 
 
6.2 注意書きへの反応を組み込んだ広告効果モデル 
広告への態度、ブランドへの態度や購買意図形成に対する広告効果を検証するため、図
1の仮説モデルを用い、2ブランドの評価データをプールして分析を行った（図 4）。その
結果、モデル適合度は GFI=0.927、AGFI=0.907となり、フィットが高いことが確認され
た。一方、RMSEA=0.056 と若干 0.050 を上回ったが、十分許容範囲であると判断した。
個別のパスを見てみると、注意書き表示 1→広告への理解、注意書き表示 2→広告への好
意、注意書き表示 N→確信のパス係数が 5％水準で有意ではなかった。そこでこれらのパ
スを削除し、最終モデルとした（図 5）。 
                                                   
11 「正しい内容を伝えようとしている」、「内容は理解しやすい」、「第 1位の根拠が具体的に書いてある」、
「注意書きは有効だ」などをポジティブな質問としている。しかしながら、ポジティブな質問だけでは、
否定的な回答が得られるかどうかが懸念されたので、「注意書きを読むのは面倒だ」、「第 1位表示と注意
書きの内容は乖離がある」も質問項目として設定した。 
12 まず仮説通り、2変数を組み込んだモデルを検討したが、モデル改良の中で「注意書きを読むのは面
倒だ」という 1変数に絞り込んだ。共分散構造分析の場合、1個の潜在変数に対して 1個の観測変数では
測定方程式の未知数が多すぎて、解を求めることができない。そこで、誤差変数の分散を特定の値に固定
し（これを「固定母数」という）、定数としてモデルに組み込むという方法（豊田・前田・柳井 1997）
を採った。 
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図 4 注意書きへの反応を組み込んだ広告効果モデル（フルパス・モデル） 
 
（注）注意書き表示1→広告への理解、注意書き表示2→広告への好意、注意書き表示N→確信のパス係数
は5％水準で有意ではなかった。また、注意書き表示N→広告への理解、注意書き表示1→納得感の
パス係数は10％水準で有意である。他のパス係数はいずれも5％水準で有意である。 
（出所）筆者作成。 
 
仮説モデルでは、注意書き表示の 3変数から、それぞれ「広告への好意」、「広告への理
解」、「確信」の 3変数に対してフルパスを想定していたが、結果的に 2つずつのパスに整
理された。表 1に示した通り、「注意書き N」はネガティブな反応を、「注意書き 1」は注
意書きのわかりやすさ、理解に関する項目であり、「注意書き 2」は、注意書きの信憑性や
引用の適切性、客観性を表している。これら 3つの注意書きの特徴と呼応するように、「注
意書き表示 N」からのパスが「広告への好意」、「広告への理解」に、また「注意書き表示
1」が「広告への好意」、「確信」に、さらに「注意書き表示 2」が「広告への理解」、「確信」
に有意となった。つまり、好意→理解→確信と効果発現の段階が進むにつれ、注意書き表
示の 3変数が意味を持って影響を及ぼしている。しかしながら、具体的なパス係数を見る
と、解釈に困る結果も得られた。 
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図 5 注意書きへの反応を組み込んだ広告効果モデル（最終モデル） 
 
（注）注意書き表示1→確信のパス係数は10％水準で有意である。他のパス係数はいずれも5％水準で有
意である。 
（出所）筆者作成。 
 
具体的な解釈は、最終モデル（図 5）で精査した上で行いたい。「注意書き表示 N」は「広
告への理解」に対して-0.14 とネガティブな影響を引き起こしている。注意書きを読むの
が面倒だと思うほど、広告への理解が阻害されるという結果である。したがって、仮説 2
は支持された。一方、「広告への好意」に対しては 0.18とプラスの影響を与えている。つ
まり、仮説 2とは逆の結果となり、棄却された。読むのが面倒だと思っているほど、広告
への好意が高くなるという結果をどのように解釈したらよいのか、判断が難しいところで
ある。推論の域を出ないが、注意書きを面倒だと思っているほど、それを読まずに無視す
るため、文字の大きさや宣伝文句のわかりやすさといった印象が良くなる可能性があると
考えられる。 
「注書き表示 1」、すなわち、注意書きのわかりやすさ、理解といったポジティブな反応
による、「確信」に対する影響度合いは小さいが（パス係数は 0.08、有意水準 10％）、「広
告への好意」に対しては 0.52と比較的大きな影響を与えている。また、データの信憑性、
引用の適切性や客観性を表す「注意書き表示 2」は、「広告への理解」、「確信」に対してそ
れぞれ 0.29、0.19とプラスの影響を及ぼしている。よって、仮説 1「注意書きに対するポ
ジティブな反応は、広告への好意、広告内容の理解、広告に対する確信にプラスの影響を
及ぼす」は、部分的に支持された。なお、これらの仮説検定の結果を一覧として表 2にま
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とめて掲載する。 
新聞広告の全 15段の紙面において、「注意書き表示」は片隅に追いやられ、小さなスペ
ースを占めているに過ぎず、しかも、文字もかなり小さいため、その効果について筆者自
身も疑問視をしていた。しかしながら、実証分析を行った結果、広告を見て、その内容を
理解し、さらに確信に至るすべてのプロセスに注意書き表示が何らかの形で影響を及ぼし
ているという新しい知見が得られた。 
上記のような注意書き表示による影響が背後に存在する中で、「広告への好意」→「広
告への理解」、「広告への理解」→「確信」、「確信」→「購買意図」、「確認」→「企業ブラ
ンド・イメージ」のパス係数はそれぞれ 0.71、0.60、0.82、0.81（いずれも有意水準 5%）
となり、広告効果の発現が認められた。本研究で扱った自動車保険は、サービス財である
ため品質評価が困難である。そこで、単に広告を見て好感を持ったり、内容を理解するだ
けではなく、料金に対する考えや支払いに見合う価値などの広告を見た際に感じる納得感
から生じるであろう「確信」を媒介変数とした。分析の結果、「確信」は「購買意図」、か
つ「企業ブランド・イメージ」に強く影響することが見い出された。 
 
表 2 仮説検証の結果のまとめ 
 注意書き表示 N 注意書き表示 1 注書き表示 2 
広告への好意 仮説 2棄却（+の影響） 仮説 1支持（+の影響） 仮説 1棄却（影響なし） 
広告への理解 仮説 2支持（–の影響） 仮説 1棄却（影響なし） 仮説 1支持（+の影響） 
確信 仮説 2棄却（影響なし） 仮説 1支持（+の影響） 仮説 1支持（+の影響） 
（出所）筆者作成。 
 
表 3 複数グループの制約条件 
モデル名 制約条件 
モデル 1 配置不変モデル（2群を同時に分析し、適合度を確認する） 
モデル 2 測定モデルのウェイト（因子負荷）の値はグループ間で一定 
モデル 3 上記に加え、構造モデルのウェイトもグループ間で一定 
モデル 4 上記に加え、構造モデルの共分散もグループ間で一定 
モデル 5 上記に加え、構造モデルの残差もグループ間で一定 
モデル 6 すべてのパラメータの値がグループ間で一定 
（出所）筆者作成。 
 
7. 多母集団の同時分析による効果の差異 
 
注意書きへの反応を組み込んだ広告効果モデルの適合性が認められたので、①「顧客満
足度 No.1」と「売上 No.1」、②「No.1 表示」の有効性への評価の高低、③注意書き表示
の文字の大きさに対する評価の高低、④注意書き表示に対する注目度合いの高低に分類し
て、広告効果モデルの構造は異なるのか、また、要因間の影響度合いに差異があるのかと
いう 2点について多母集団の同時分析により検証する。手法は狩野・三浦（2002）、朝野・
鈴木・小島（2005）、豊田（2007）に則り、各モデルを設定した（表 3）。 
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7.1 「顧客満足度 No.1」と「売上 No.1」の比較 
チューリッヒの広告は「顧客満足度No.1」を、ソニー損保の広告は「売上No.1」を訴求
し、内容が全く同じというわけではないが、No.1手法を採っているという意味では同類で
ある。チューリッヒは 1986 年に日本に支店を開設し（損害保険事業免許取得）、1998 年
に「スーパー自動車保険」の販売を開始している13。一方のソニー損保も、1998年にソニ
ーインシュアランスプランニング株式会社が設立され（1999年に現在の社名に変更）、自
動車保険のインターネットでの申込の受付を始めている14。したがって、企業ブランド・
イメージが十分確立されていると判断でき、また、イメージ的にどちらか一方が秀でてい
る、あるいは劣っているという関係にはない15。まさに通販型自動車保険の 2 大ライバル
企業といえる。 
多母集団の同時分析を行った結果のモデル適合度を表 4に示す。等値制約を置かなかっ
たモデル 1とモデル 2～6のχ2値（CMIN）と自由度（DF）の差をもとに、モデル 1の「制
約なし」という条件が正しいという仮定の下、有意差検定を実施した。その結果、モデル
2～6はすべて 1%水準で有意となり、等値とはいえないことが明らかになった（表 5）。よ
って、モデル 1の 2群を同時に分析する配置不変モデルを採択し、要因間の影響度合いの
差異について検証する（表 6）。 
 
表 4 「顧客満足度 No.1」と「売上 No.1」：モデル 1～モデル 6の適合度指標 
 CMIN DF p値 
CMIN/
DF GFI AGFI CFI RMSEA AIC 
モデル 1 1451.328 480 0.000 3.024 0.912 0.889 0.958 0.040  1691.328 
モデル 2 1486.468 496 0.000 2.997 0.910 0.891 0.957 0.040  1694.468 
モデル 3 1508.359 506 0.000 2.981 0.909 0.892 0.957 0.040  1696.359 
モデル 4 1526.153 512 0.000 2.981 0.908 0.892 0.956 0.040  1702.153 
モデル 5 1555.805 517 0.000 3.009 0.906 0.890 0.955 0.040  1721.805 
モデル 6 1682.179 540 0.000 3.115 0.898 0.887 0.950 0.041  1802.179 
（出所）筆者作成。 
 
表 5 「顧客満足度 No.1」と「売上 No.1」：配置不変モデルとの検定結果 
 DF CMIN p値 
モデル 2 16 35.141 0.004 
モデル 3 26 57.031 0.000 
モデル 4 32 74.825 0.000 
モデル 5 37 104.477 0.000 
モデル 6 60 230.852 0.000 
（出所）筆者作成。 
 
  
                                                   
13 http://www.zurich.co.jp/aboutus/about/profile.htmlより（アクセス日:2012年 11月 27日）。 
14 http://www.sonysonpo.co.jp/company/fr0500.htmlより（アクセス日:2012年 11月 27日）。 
15 チューリッヒとソニー損保の企業イメージ評価の平均値を t 検定にかけ、比較した。その結果、「商
品企画力がある」、「販売力がある」、「信頼できる」、「実績がある」、「広告宣伝が上手」など複数項目で有
意差がなかった（5％水準）。国際性については外資企業であるチューリッヒが、また、親しみについては
ソニー損保が有意に評価が高いことが見い出された（5%水準）。 
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表 6 「顧客満足度 No.1」と「売上 No.1」：推定値の比較 
 
 
顧客満足度 No.1 売上 No.1 
非標準化 
推定値 
標準 
誤差 
標準化 
推定値 
非標準化 
推定値 
標準 
誤差 
標準化 
推定値 
検定 
統計量 
注意書き表示 N→広告
への好意 0.313 0.152 0.162 0.455 0.132 0.283 0.710 
注意書き表示 1→広告
への好意 0.511 0.047 0.570 0.505 0.050 0.477 -0.078 
広告への好意→広告へ
の理解 0.599 0.052 0.659 0.671 0.040 0.741 1.094 
注意書き表示 N→広告
への理解 -0.713 0.291 -0.406 -0.037 0.088 -0.026 2.225 
注意書き表示 2→広告
への理解 0.377 0.078 0.506 0.210 0.038 0.205 -1.938 
広告への理解→確信 0.814 0.074 0.584 0.767 0.052 0.645 -0.520 
注意書き表示 2→確信 0.308 0.068 0.297 0.043 0.091 0.036 -2.323 
注意書き表示 1→確信 -0.010 0.082 -0.009 0.235 0.087 0.206 2.049 
確信→購買意図 0.910 0.039 0.808 0.896 0.038 0.822 -0.250 
確信→企業ブランド・
イメージ 0.664 0.032 0.817 0.726 0.034 0.804 1.315 
（注）網掛け部分はパス係数がプラス、あるいはマイナスに大きい（有意水準5％）。ただし、「注意書き
表示2」→「広告への理解」は有意水準10％である。 
（出所）筆者作成。 
 
「顧客満足度 No.1」と「売上 No.1」間のパス係数において、10％有意水準を含め、有
意差が認められたのは 4ヵ所である。しかも、そのいずれも注意書き表示からのパスであ
った。 
「注意書き表示 N」→「広告への理解」は、「顧客満足度 No.1」を訴求するチューリッ
ヒの方が、「売上 No.1」を訴求するソニー損保より強くマイナスに働くことが見い出され
た。注意書きを読むのが面倒だと思うほど、広告内容のわかりやすさ、保険選択の参考に
なるといった評価が低下し、広告への理解が阻害される。前述の通り、チューリッヒの「顧
客満足度 No.1」広告では、キャッチフレーズの上にある「オリコン調べ」、中段にある「2009
年度版自動車保険顧客満足度調査（オリコン調べ）」の 2 ヵ所、また、ソニー損保の「売
上 No.1」広告では、左上「No.1 表示」の直下に記載された「主に通販型で自動車保険を
～（中略）～売上とは元受正味保険料のことです。」の 1ヵ所に注意書きがある。No.1に
関する注意書きの箇所としてはチューリッヒの方が多いが、文言の長さという点ではソニ
ー損保の方が長く、フォントも小さい。加えて、ソニー損保の場合、「売上 No.1」に関す
る注意書きのみならず、保険契約によく見られる細かい条件や規定が数ヵ所配置されてお
り、さっと目を通すだけでは目に入らず、読み飛ばしてしまう可能性もあるのではないか
と考えられる。逆に、チューリッヒの「顧客満足度 No.1」の場合、読める位置に、読もう
と思えば読める、逆に読みたくなくても目に入るといった提示方法になっており、その結
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果、注意書きに対するネガティブな反応により、広告への理解にマイナスの影響が出たも
のと推察できる。しかしながら、レイアウト、フォントの大きさ、文言の長さなどすべて
の項目について同一条件で提示しているわけではないため、この点については実験手法な
どを用いて精査する必要があるといえる。 
「注意書き表示 2」は、データの信憑性、引用の適切性などのポジティブ項目で構成さ
れるが、「注意書き表示 2」→「広告への理解」（10％水準）、「注意書き表示 2」→「確信」
は、チューリッヒの方がソニー損保よりプラスに強く影響を及ぼしている。チューリッヒ
の顧客満足度データの出所は「オリコン」という知名度の高い第三者機関であり、一般消
費者にとって理解しやすく、納得感をもたらす要因として働いていると考えられる。一方、
No.1の根拠の明示、内容の理解しやすさを表す「注意書き表示 1」から「確信」へのパス
係数は、ソニー損保の方がチューリッヒより大きい。ソニー損保の「売上 No.1」 の場合、
「通販型で自動車保険を販売している損害保険会社の 2009年度実績の発表より。」との表
記で、根拠が具体的に示されているためと考えられる。 
 
7.2．「No.1表示」の有効性への評価による比較 
「No.1 表示」を行っている広告全般に対する評価である「役立つ」、「参考になる」、あ
るいは「買ってみたくなる」という項目を活用し、「No.1 表示」の有効性評価の高低によ
って 2群に分類し、多母集団の同時分析を行った。モデル適合度指標は表 7の通りである。 
 
表 7 「No.1表示」の有効性評価：モデル 1～モデル 6の適合度指標 
 CMIN DF p値 
CMIN/
DF GFI AGFI CFI RMSEA AIC 
モデル 1 1476.970 480 0.000 3.077 0.909 0.886 0.949 0.041 1716.970 
モデル 2 1502.165 496 0.000 3.029 0.908 0.888 0.949 0.040 1710.165 
モデル 3 1567.477 506 0.000 3.098 0.904 0.886 0.946 0.041 1755.477 
モデル 4 1603.420 512 0.000 3.132 0.902 0.885 0.945 0.041 1779.420 
モデル 5 1620.592 517 0.000 3.135 0.901 0.885 0.944 0.041 1786.592 
モデル 6 1838.424 540 0.000 3.404 0.890 0.878 0.934 0.044 1958.424 
（出所）筆者作成。 
 
次に、等値制約を置かなかったモデル 1とモデル 2～6のχ2値（CMIN）と自由度（DF）
の差をもとに、モデル 1の「制約なし」という条件が正しいという仮定の下、有意差検定
を実施した結果、モデル 3～6はすべて 1%水準で有意となり、等値とはいえないことが判
明した（表 8）。モデル 1とモデル 2の比較では有意差がなく（5%水準）、モデル適合度の
高い、測定モデルのウェイトを一定にしたモデル 2を採択した。そこで、モデル 2を用い
て要因間の影響度合いの差異について検証する（表 9）。 
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表 8 「No.1表示」の有効性評価：配置不変モデルとの検定結果 
 DF CMIN p値 
モデル 2 16  25.196 0.066 
モデル 3 26  90.507 0.000 
モデル 4 32  126.45 0.000 
モデル 5 37  143.623 0.000 
モデル 6 60  361.454 0.000 
（出所）筆者作成。 
 
表 9 「No.1表示」の有効性評価：推定値の比較 
 
有効性評価・低 有効性評価・高 
非標準化 
推定値 
標準 
誤差 
標準化 
推定値 
非標準化 
推定値 
標準 
誤差 
標準化 
推定値 
検定 
統計量 
注意書き表示 N→広告
への好意 0.206 0.101 0.138 0.382 0.214 0.209 0.746 
注意書き表示 1→広告
への好意 0.419 0.041 0.422 0.636 0.075 0.515 2.610 
広告への好意→広告へ
の理解 0.677 0.037 0.725 0.546 0.041 0.672 -2.580 
注意書き表示 N→広告
への理解 -0.255 0.098 -0.183 -0.091 0.132 -0.061 1.002 
注意書き表示 2→広告
への理解 0.217 0.040 0.230 0.302 0.043 0.326 1.461 
広告への理解→確信 0.734 0.052 0.602 0.669 0.066 0.567 -0.804 
注意書き表示 2→確信 0.199 0.067 0.173 0.090 0.117 0.082 -0.803 
注意書き表示 1→確信 0.031 0.070 0.027 0.240 0.131 0.203 1.415 
確信→購買意図 0.804 0.036 0.742 1.028 0.047 0.808 4.121 
確信→企業ブランド・
イメージ 0.582 0.030 0.720 0.806 0.039 0.823 5.149 
（注）網掛け部分はパス係数が大きい（有意水準5％）。 
（出所）筆者作成。 
 
「顧客満足度 No.1」と「売上 No.1」のケースと異なり、注意書き表示による影響の差
は、「注意書き表示 1」→「広告への好意」の 1ヵ所のみで見い出された。「No.1表示」は
役立つ、参考になる、買ってみたくなると有効性を高く評価する場合、「注意書き表示 1」
→「広告への好意」のパス係数が有意に大きい。この他に 3 ヵ所で有意差が認められた。
「広告への好意」→「広告への理解」は、「No.1 表示」の有効性に対して評価が低い方が
高い場合よりパス係数が大きい。つまり、広告の第一印象に対して好感を持つほど、「広告
への理解」が高まる。しかしながら、「No.1表示」を高く評価する場合、「確信」→「購買
意図」、「確信」→「企業ブランド・イメージ」のパス係数がより大きい。「No.1 表示」の
有効性は、役立つ、参考になる、買ってみたくなるという項目で定義しており、確信を持
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つほど購入したくなる、あるいはブランドのイメージが向上するという結果は納得性のあ
るものといえる。 
 
7.3 注意書き表示の文字の大きさへの評価による比較 
注意書きは、No.1の強調表示と一緒に表示すべき項目として、誤認を未然に防止するた
めに景品表示法で規定されているが、広告を出稿する広告主にとっては義務感を伴うもの
として遂行されており、強調表示の大きさに対して、注意書きの文字は相当小さいという
のが現状である。そこで、注意書きの文字の大きさに対する評価を高低に分け、多母集団
の同時分析を行った。その結果、モデル 1～6の適合度は表 10に示す通りとなった。等値
制約を置かなかったモデル 1とモデル 2～6のχ2値（CMIN）と自由度（DF）の差をもと
に、モデル 1の「制約なし」という条件が正しいという仮定の下、有意差検定を実施した
結果、モデル 2～6はすべて 1%水準で有意となり、等値とはいえないことが判明した（表
11）。よって、モデル 1 の 2 群を同時に分析する配置不変モデルを採択し、要因間の影響
度合いの差異について検証する（表 12）。 
 
表 10 注意書き文字の大きさの評価：モデル 1～モデル 6の適合度指標 
 CMIN DF p値 
CMIN/
DF GFI AGFI CFI RMSEA AIC 
モデル 1 1511.608 480 0.000 3.149 0.908 0.885 0.955 0.041 1751.608 
モデル 2 1550.846 496 0.000 3.127 0.906 0.886 0.954 0.041 1758.846 
モデル 3 1604.833 506 0.000 3.172 0.903 0.885 0.952 0.042 1792.833 
モデル 4 1628.172 512 0.000 3.18 0.901 0.885 0.951 0.042 1804.172 
モデル 5 1667.453 517 0.000 3.225 0.900 0.883 0.949 0.042 1833.453 
モデル 6 1951.964 540 0.000 3.615 0.883 0.870 0.938 0.046 2071.964 
（出所）筆者作成。 
 
表 11 注意書き文字の大きさの評価：配置不変モデルとの検定結果 
 DF CMIN p値 
モデル 2 16  39.238 0.001 
モデル 3 26  93.225 0.000 
モデル 4 32  116.565 0.000 
モデル 5 37  155.845 0.000 
モデル 6 60  440.356 0.000 
（出所）筆者作成。 
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表 12 注意書き文字の大きさの評価：推定値の比較 
  
  
小さいと思わない 小さいと思う 
非標準化 
推定値 
標準 
誤差 
標準化 
推定値 
非標準化 
推定値 
標準 
誤差 
標準化 
推定値 
検定 
統計量 
注意書き表示 N→広告
への好意 0.455 0.191 0.223 0.260 0.114 0.171 -0.878 
注意書き表示 1→広告
への好意 0.510 0.043 0.544 0.564 0.056 0.521 0.777 
広告への好意→広告へ
の理解 0.617 0.047 0.686 0.690 0.042 0.750 1.161 
注意書き表示 N→広告
への理解 -0.461 0.188 -0.252 -0.089 0.087 -0.064 1.797 
注意書き表示 2→広告
への理解 0.248 0.040 0.306 0.236 0.044 0.241 -0.206 
広告への理解→確信 0.590 0.056 0.460 0.882 0.061 0.720 3.533 
注意書き表示 2→確信 0.234 0.065 0.225 0.197 0.094 0.164 -0.324 
注意書き表示 1→確信 0.187 0.073 0.173 0.016 0.099 0.013 -1.392 
確信→購買意図 0.834 0.037 0.766 0.966 0.039 0.858 2.438 
確信→企業ブランド・
イメージ 0.639 0.032 0.770 0.748 0.035 0.840 2.289 
（注）網掛け部分はパス係数がプラス、あるいはマイナスに大きい（有意水準5％）。ただし、「注意書き
表示N」→「広告への理解」は有意水準10％である。 
（出所）筆者作成。 
 
まず、注意書き表示に関連するパスから確認する。5％水準で有意差が認められるパス
は存在しなかったが、「注意書き表示 N」→「広告への理解」において、有意水準 10％で
傾向が見い出された。注意書き表示を小さいと思う群より、小さいと思わない群では、注
意書きを読むのが面倒だと思うほど、「広告への理解」に対するネガティブな影響が及ぼさ
れる。この結果は一見逆のように考えられるが、小さいと思わない群の方が、いざ実際に
読もうとする際に面倒だと感じると、「広告への理解」に悪影響が与えられると解釈するこ
とができる。一方、そもそも注意書きを小さいと思う群では、「注意書き表示 N」→「広
告への理解」に影響を及ぼさない。つまり、読むのが面倒だと思っても広告を理解する上
で支障はないという結果である。 
注意書きを小さいと思わない群より小さいと思う群の方が、「広告への理解」→「確信」、
「確信」→「購買意図」、「確信」→「企業ブランド・イメージ」においてプラスの影響が
強い。すなわち、「広告への理解」が高まれば、「確信」が強まり、さらに、「購買意図」や
「企業ブランド・イメージ」も上昇するという結果が得られた。注意書きを小さいと思う
人の特徴は、次のようにまとめることができる。 
①注意書きの表示が小さいと感じながらも、読むのが面倒だと思うか否かにかかわらず、
「広告への理解」に影響が及ぶことはない。この点で注意書きを小さいと思わない人
と異なる。 
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②注意書きは正しいことを伝え、有効であると評価すると、あるいは、第三者のお墨付
きを信頼すると、「広告への好意」や「確信」にプラスの影響があるが、注意書きを
小さいと思わない人との差はない。 
③「広告への理解」が高まると「確信」を持つようになり、「購買意図」や「企業ブラ
ンド・イメージ」も向上する。広告効果の最終段階でも、注意書きを小さいと思わな
い人とは差異がある。 
 
7.4 注意書き表示への注目度合いによる比較 
最後の多母集団の同時分析は、注意書きに対する注目度合いの高低によって 2群に分類
し、要因間の影響度合いの差異を検証した。モデル 1～6の適合度指標は表 13に示す通り
である。次に、等値制約を置かなかったモデル 1とモデル 2～6のχ2値（CMIN）と自由
度（DF）の差をもとに、モデル 1の「制約なし」という条件が正しいという仮定の下、有
意差検定を実施した結果、モデル 3～6はすべて 1%水準で有意となり、等値とはいえない
ことが明らかになった（表 14）。モデル 1とモデル 2の比較では有意差がなく（5%水準）、
測定モデルのウェイトを一定にしたモデル 2を採択した。そこで、モデル 2を用いて要因
間の影響度合いの差異について検証する（表 15）。 
 
表 13 注意書き表示への注目度合い：モデル 1～モデル 6の適合度指標 
 CMIN DF p値 
CMIN/
DF GFI AGFI CFI RMSEA AIC 
モデル 1 1564.391 480 0.000 3.259 0.906 0.883 0.951 0.042 1804.391 
モデル 2 1583.764 496 0.000 3.193 0.905 0.885 0.951 0.042 1791.764 
モデル 3 1642.491 506 0.000 3.246 0.901 0.883 0.949 0.042 1830.491 
モデル 4 1675.147 512 0.000 3.272 0.899 0.881 0.947 0.043 1851.147 
モデル 5 1694.079 517 0.000 3.277 0.898 0.881 0.947 0.043 1860.079 
モデル 6 1933.234 540 0.000 3.580 0.883 0.870 0.937 0.045 2053.234 
（出所）筆者作成。 
 
表 14 注意書き表示への注目度合い：配置不変モデルとの検定結果 
 DF CMIN p値 
モデル 2 16  19.372 0.250 
モデル 3 26  78.099 0.000 
モデル 4 32  110.756 0.000 
モデル 5 37  129.688 0.000 
モデル 6 60  368.843 0.000 
（出所）筆者作成。 
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表 15 注意書き表示への注目度合い：推定値の比較 
  
  
注意力・低 注意力・高 
非標準化 
推定値 
標準 
誤差 
標準化 
推定値 
非標準化 
推定値 
標準 
誤差 
標準化 
推定値 
検定 
統計量 
注意書き表示 N→広告
への好意 0.302 0.147 0.145 0.228 0.101 0.167 -0.319 
注意書き表示 1→広告
への好意 0.447 0.044 0.453 0.636 0.054 0.593 2.395 
広告への好意→広告へ
の理解 0.602 0.037 0.673 0.692 0.046 0.749 1.264 
注意書き表示 N→広告
への理解 -0.424 0.181 -0.228 -0.076 0.072 -0.060 1.770 
注意書き表示 2→広告
への理解 0.297 0.052 0.343 0.220 0.041 0.234 -1.362 
広告への理解→確信 0.632 0.053 0.504 0.866 0.066 0.704 2.921 
注意書き表示 2→確信 0.183 0.066 0.169 0.280 0.101 0.243 0.727 
注意書き表示 1→確信 0.176 0.072 0.159 -0.050 0.112 -0.041 -1.756 
確信→購買意図 0.809 0.036 0.750 0.984 0.042 0.866 3.838 
確信→企業ブランド・
イメージ 0.610 0.031 0.753 0.774 0.037 0.845 4.469 
（注）網掛け部分はパス係数がプラス、あるいはマイナスに大きい（有意水準5％）。ただし、「注意書き
表示N」→「広告への理解」、「注意書き表示1」→「確信」は有意水準10％である。 
（出所）筆者作成。 
 
注意書きへの注意力の高低においては、「注意書き表示 1」→「広告への好意」（有意水
準 5％）、「注意書き表示 N」→「広告への理解」、「注意書き表示 1」→「確信」（いずれも
有意水準 10％）の 3ヵ所で有意差が見い出された。「注意書き表示 1」→「広告への好意」
は、注意力が高い群の方が低い群よりもプラスの影響が強い。つまり、正しい内容を伝え、
根拠が具体的であると評価するほど、広告への第一印象が良くなるといえる。逆に、注意
力が低い群では、「注意書き表示 N」→「広告への理解」のパス係数がマイナスに大きい
傾向にあり（10％水準）、読むのが面倒だと思うほど、「広告への理解」が阻害される。ま
た、「注意書き表示 1」→「確信」は低い群の方が正の影響が強い（10％水準）。これは「注
意書き表示 1」→「広告への好意」と逆の結果である。注意力が高い場合、注意力が高い
がゆえに、注意書きへのポジティブな評価が広告に対する第一印象に強く影響するが、注
意書きがわかりやすいかどうかは、満足する自分をイメージできる、あるいは、支払いに
見合う価値があるかという「確信」には影響しない。 
注意書きへの注意力が低い群より高い群の方が、「広告への理解」→「確信」、「確信」
→「購買意図」、「確信」→「企業ブランド・イメージ」においてプラスの影響が強いとい
う結果が得られた。この結果は、注意書き表示の文字の大きさに対する評価と同じ傾向で
ある。文字の大きさの評価と注意力の高低の相関係数は 0.590 と高いためと考えられる。
注意力の高い群の特徴は次のようにまとめられる。 
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①注意力が高いものの、注意書きを読むのが面倒か否かという注意書きへのネガティブ
な評価は、「広告への理解」に影響が及ぶことはない。 
②また、正しい内容を伝え、根拠が具体的であるといった注意書きへのポジティブな評
価も、「確信」の形成に影響しない。しかしながら、広告に対する第一印象、すなわ
ち「広告への好意」には強く影響する。 
③「広告への理解」が高まると「確信」を持つようになり、「購買意図」や「企業ブラ
ンド・イメージ」により強く影響が与えられる。 
 
8. まとめと今後の課題 
 
広告などのコミュニケーション活動では、自社ブランドの優位性のアピールに主眼が置
かれ、デメリット表示として例外条件や制約条件などの注意書きが必要な場合でも、消費
者にわかりにくい表示になっている。このような状況下、「顧客満足度 No.1」あるいは「売
上 No.1」などの No.1を強調した広告は、優良誤認を引き起こす可能性があり、消費者庁
が監視を強化している。そこで本研究では、注意書きに対するポジティブ評価とネガティ
ブ評価を明示的に取り込んだ「注意書きへの反応を組み込んだ広告効果モデル」を構築し
た上で、「No.1 表示」を表現手法とした実際の新聞広告（自動車保険）を対象とし、注意
書きがどのような広告効果をもたらすのか、すなわち、注意書きに対する評価が広告への
態度やブランドへの態度にどの程度影響しているのかを実証分析した。その結果、以下の
知見が得られた。 
 本研究で提案した「注意書きへの反応を組み込んだ広告効果モデル」のモデル適合度
はGFI=0.927、AGFI=0.908、RMSEA=0.056とフィットが高いことが確認された。 
 仮説モデルでは、注意書き表示の 3変数から、広告効果指標の 3変数に対してフル
パスを想定していたが、結果的に 3変数から 2つずつのパスに整理された。具体的
には、①ネガティブな反応である「注意書き表示 N」から「広告への好意」、「広告
への理解」へ、②注意書きのわかりやすさ、理解に関連する「注意書き表示 1」か
ら「広告への好意」、「確信」へ、③注意書きの信憑性や引用の適切性、客観性を表
す「注意書き表示 2」から「広告への理解」、「確信」へのパスが有意となった。 
 新聞紙面全 15 段の広告において、注意書きは小さなスペースに小さい文字での表
記となっており、分析前にはその効果を疑問視していたが、分析の結果、広告を見
て、その内容を理解し、さらに確信に至るすべてのプロセスに注意書きが何らかの
形で影響を及ぼしていることが判明した。この結果は本研究の発見の 1つといえる。 
 「注意書き表示 N」は「広告への理解」に対してマイナスの影響を引き起こしてお
り、仮説 2「注意書きに対するネガティブな反応は、広告への好意、広告内容の理
解、広告に対する確信にマイナスの影響を及ぼす」は支持された。一方、「広告への
好意」にはプラスの影響を与えており、仮説 2は棄却された。 
 「注意書き表示 1」による「確信」に対する影響度合いは小さいが、「広告への好意」
に対しては 0.52 と比較的大きな影響を与えている。また、「注意書き表示 2」によ
る「広告への理解」、「確信」に対するプラスの影響が見い出された。したがって、
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仮説 1「注意書きに対するポジティブな反応は、広告への好意、広告内容の理解、
広告に対する確信にプラスの影響を及ぼす」は、部分的に支持された。 
 注意書き表示による影響が背後に存在しつつ、「広告への好意」→「広告への理解」
→「確信」、「確信」→「購買意図」、「確信」→「企業ブランド・イメージ」はそれ
ぞれ正の広告効果が認められた。 
 本研究で扱った自動車保険はサービス財であり、品質評価が困難である。単に広告
を見て好感を持つ、あるいは、内容を理解するだけではなく、料金に対する考えや
支払いに見合う価値などの広告を見た際に感じる納得感から生じる「確信」を媒介
変数とした。分析の結果、「確信」は「購買意図」、あるいは「企業ブランド・イメ
ージ」に強く影響することが見い出された。 
次に、「注意書きへの反応を組み込んだ広告効果モデル」を用い、①「顧客満足度 No.1」
と「売上 No.1」、②No.1表示の有効性への評価の高低、③注意書き表示の文字の大きさに
対する評価の高低、④注意書き表示に対する注目度合いの高低に分類して、多母集団の同
時分析も実施した。その結果、以下に挙げる知見を得ることができた。 
①「顧客満足度 No.1」と「売上 No.1」の比較 
 「顧客満足度No.1」と「売上No.1」間のパス係数において、10％有意水準を含め、有
意差が認められたのは 4ヵ所であり、そのいずれも注意書き表示からのパスであった。 
 「注意書き表示 N」→「広告への理解」は、「顧客満足度 No.1」を訴求するチュー
リッヒの方が、「売上 No.1」を訴求するソニー損保より強くマイナスに働き、広告
への理解が阻害されることが見い出された。しかしながら、本研究では実際の広告
を用いており、表現要素のすべての項目を同一条件にしているわけではないため、
今後、実験手法などを用いて精査する必要があると考える。 
 「注意書き表示 2」→「広告への理解」（10％水準）、「注意書き表示 2」→「確信」
は、チューリッヒの方がソニー損保よりプラスに強く影響を及ぼしている。チュー
リッヒの顧客満足度データの出所は「オリコン」という知名度の高い第三者機関で
あり、一般消費者にとって理解しやすく、納得感をもたらす要因として働いている
と考えられる。一方、「注意書き表示 1」→「確信」は、ソニー損保の方がチューリ
ッヒより大きい。ソニー損保の「売上 No.1」の場合、根拠が具体的に示されている
ためと考えられる。 
②「No.1表示」の有効性への評価による比較 
 「No.1表示」の有効性を高く評価する場合、「注意書き表示 1」→「広告への好意」、
「確信」→「購買意図」、「確信」→「企業ブランド・イメージ」が有意に大きい。 
 逆に、評価が低い場合、「広告への好意」→「広告への理解」のパス係数が大きく、
広告の第一印象に対して好感を持つほど、「広告への理解」が高まる。 
③注意書き表示の文字の大きさへの評価による比較 
 有意水準 10％であるが、注意書き表示を小さいと思う群より、小さいと思わない群
の方が、「注意書き表示 N」→「広告への理解」でより強くネガティブな影響が及
ぼされる。 
 注意書きを小さいと思わない群より小さいと思う群の方が、「広告への理解」→「確
信」、「確信」→「購買意図」、「確信」→「企業ブランド・イメージ」においてプラ
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スの影響が強く、「広告への理解」が高まれば、「確信」が強まり、さらに、「購買意
図」や「企業ブランド・イメージ」も上昇する。 
④注意書き表示に対する注目度合いによる比較 
 「注意書き表示 1」→「広告への好意」は、注意力が高い群の方が低い群よりもプ
ラスの影響が強く、正しい内容を伝え、根拠が具体的であると評価するほど、広告
への第一印象が良くなる。注意力が高い場合、注意力が高いがゆえに、注意書きへ
のポジティブな評価が広告に対する第一印象に強く影響するといえる。 
 逆に、注意力が低い群では、「注意書き表示 N」→「広告への理解」のパス係数が
マイナスに大きく（10％水準）、「広告への理解」が阻害される傾向にある。 
今後の課題を最後に述べたい。1 つ目の課題として、注意書きに対する評価のうち、ネ
ガティブ項目を追加する必要がある。アンケート調査の設計時点では、ポジティブな質問
項目に対してある程度否定的な反応を想定していた。しかしながら、いずれの項目におい
ても肯定的な反応が得られた。そこで、「注意書きを読むのは面倒だ」、「第 1 位表示と注
意書きの内容は乖離がある」という 2項目の回答を用い、さらに、分析プロセスの中で「注
意書きを読むのは面倒だ」の 1点に絞り込んだ。結果的には一定の成果を上げることがで
きたが、今後データを収集する際には、この点を踏まえ、複数のネガティブな質問項目を
設定し、共分散構造分析の観測変数として十分なデータを得たいと考える。 
2つ目の課題として、本研究では、個別ブランドの「No.1表示」広告による効果測定と
いう観点からアプローチしたが、逆に、消費者は一般論として「No.1表示」に対する有効
性をどのように形成しているのか、どのような個別広告の要素に反応して、「No.1 表示」
を役立つものと判断しているのかを明らかにする必要がある。No.1を訴求した個別ブラン
ドの広告では、注意書き表示による評価が広告への態度やブランドへの態度に影響を及ぼ
すというのが本研究の結論であるが、多くのブランド広告を情報処理する中で、「No.1 表
示」広告という一種の「広告表現カテゴリー」、あるいは「広告表現分類」と呼べるような
ものが消費者の心の中に形成され、個別広告を情報処理する際の手がかりになっているの
ではないかと考えられる。 
3 つ目の課題として、既存のブランド広告を用いずに、実験手法により、強調表示であ
るキャッチフレーズ、注意書き表示の大きさ、レイアウトなどの条件を厳密に統制した上
で検証する点が挙げられる。実験手法の場合、ブランド・イメージを加味することはでき
ず、ある種限定的にはなるが、No.1訴求と注意書きの効果のみを正確に測定でき、「No.1
表示」広告のあるべき形式や備えるべき要件、すなわち、「No.1 表示」広告制作のための
ガイドラインを提案する上で必要な検討になるといえる。 
本研究の計画を立案した 2008年度に比して、No.1を訴求した広告がいろいろな製品カ
テゴリーで増え、テレビ広告では物理的制約、時間的制約で注意書きがほとんど認識でき
ないケースも多く見受けられる。本研究には残された課題もあるものの、「No.1 表示」が
消費者から役立つと評価されるためにも、また、広告が効果を発揮し、広告への態度、ブ
ランドへの態度や購買意図を形成するためにも、注意書きが重要な役割を果たすことを明
らかにした点で一定の成果を挙げられたといえる。 
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